
介護人材の確保・定着について

調布市 福祉健康部 高齢者支援室

資料２－１
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現状・課題

生産年齢人口の減少などにより，業種に関わらず人材不足が生じている中，介護関連職
種は他業種と比べて有効求人倍率が大きい状況です。安定的に介護サービスを供給できる
体制の確保ため，介護人材の確保・定着に向けた取組が課題となっています。

介護関連職種の有効求人倍率（第9期東京都高齢者保健福祉計画） 国の主な取組（令和6年7月厚生労働省報道発表資料）

令和4年度時点
介護関連職種 5.91倍

職業計 1.41倍

東京都
介護関連職種

全国
介護関連職種

東京都 職種計

全国 職種計
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市内事業者へのアンケート

Q.１ 過去１年間※の採用者数 Q.２ 過去１年間※の在籍者数に占める離職割合

※ 令和５年７月１日～令和６年６月３０日

2

14

2 0

4

9

1 1
0

7

6

5

9

2

0
0

0

5

10

15

20

25

30

35

0人 1～５人 6～９人 10人以上

居宅介護支援

施設系

通所系

訪問系

3

14

0

0 1

5

6

0
3

1

1

7

6 1 3

7

2

0 0
2

0

5

10

15

20

25

30

離職なし 1割未満 １割台 ２割台 ３割以上

居宅介護支援

施設系

通所系

訪問系

介護人材・定着・育成等に関する介護事業者アンケートを実施

実施期間 令和６年１１月～１２月

回答件数 62事業所（訪問系18，通所系15，施設系18，居宅介護支援11）
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市内事業者へのアンケート

Q.３ 主な離職理由
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同業種への転職

他業種への転職

家族等への介護・看護

心身の不調

家族等の転居・転勤

職場の人間関係

収入面

結婚・出産・育児

その他

労働時間・休日・勤務体制への不満

通勤距離

職員に対するハラスメント

法人・事業所の理念や運営のあり方

訪問系

通所系

施設系

居宅介護支援

Q.４ 職員の定着に向けた取組・工夫
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特に何もしていない

新人の指導担当・アドバイザーを置いている

介護現場でのＩＣＴの活用

福利厚生を充実させ，職場内の交流を深めている

メンタルヘルスケアなど心身の健康管理に力を入

れている

育児・介護など休暇制度の活用を奨励している

能力や仕事ぶりを評価し，配置や処遇に反映して

いる

資格取得やスキル向上のための支援（研修費用補

助など）を行っている

賃金・労働時間等の労働条件を改善している

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いてい

る

職場内のコミュニケーションの円滑化を図ってい

る（意見交換会，チーム会議など）

訪問系は他のサービスと

比較し，「家族等への介護・

看護」，「家族等の転居・

転勤」が多くなっている
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市内事業者へのアンケート

Q.６ 採用効果のあった取組Q.５ 人材確保への取組

2

4

6

7

7

12

15

16

16

18

27

30

0 5 10 15 20 25 30

特に行っていない（不足している）

その他

特に行っていない（充足している）

就業時間の見直し

外国人労働者の雇用
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賃金面の充実
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人材紹介会社（単発（すきま）バイト）の活用

新聞折り込みチラシ等の広告

東京都福祉人材センターの活用

その他

調布市福祉人材育成センターの活用

自社ホームページ・SNSなど

人材紹介会社の活用

人材派遣会社の活用

職員・知人からの紹介

求人情報誌・求人情報サイトへの広告

ハローワークの活用

【採用に苦慮する主な職種】

・介護職員（資格あり） 約63％

・介護支援専門員 約23％

・看護職員 約23％

5



市内事業者へのアンケート

Q.８ 外国人人材の活用における課題Q.７ 外国人人材の活用
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【主な出身国】

・フィリピン ６人

・ベトナム ３人

・ミャンマー ３人

・中国 ３人
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課題があると回答した

事業所のうち，８割弱の

事業所が意思疎通に関

する課題を認識



市内事業者へのアンケート
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福利厚生を充実させ，職場内の交流を深めてい

る

メンタルヘルスケアなど心身の健康管理に力を

入れている

育児・介護など休暇制度の活用を奨励している

能力や仕事ぶりを評価し，配置や処遇に反映し

ている

資格取得やスキル向上のための支援（研修費用

補助など）を行っている

賃金・労働時間等の労働条件を改善している

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いて

いる

職場内のコミュニケーションの円滑化を図って

いる（意見交換会，チーム会議など）

Q.９ 職員の定着に向けた取組・工夫

Q.10 人材育成における課題

その他ご意見

 職員定着には，業務における「ストレス」「不安感」等を如何に低減
するかが肝要， 離職率の抑制に直結する

 介護の魅力向上・イメージアップと賃金改善は両輪
 効果の高い対策は，費用が掛かり運営圧迫。小規模事業所ほど影

響大きく，余裕がない職員採用・運営を強いられている
など
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市の主な取組

主な研修 内容 講師 実施時期

集団スーパービジョン研修 主任介護支援専門員や事業所の管理者等を対象に，
効果的な事例検討やグループワークにおける司会や
助言者として，対人援助の質の向上を促す技法など
の習得を図る

内藤 佳津雄 氏
日本大学文理学部教授

令和6年6月

介護業界の新しい人材確保の
方法

事業者によるスポットワーク等による人材確保の取
組事例を紹介

飯塚 氏 東京海上日動ベター
ライフサービス（株）
岩本 氏 株式会社タイミー

令和６年6月

介護保険制度の理念と福祉職
が行うサービス提供に必要な
こと

介護職を対象に，グループワークなどを通じて，介
護の仕事の価値や利用者の自立支援や尊厳の保持
などについて理解を深める

奈良 環 氏
文京学院大学人間学部
准教授

令和６年１０月

介護現場における利用者や家
族等からのハラスメント対策

介護現場におけるハラスメントの定義や種類，事業
者におけるハラスメント対策など

髙村 浩 弁護士
髙村浩法律事務所

令和６年１１月

外国人職員受入制度説明会 施設サービス事業所を対象に，外国人介護職員の受
入れに関する制度説明会を実施

武井 幸一 氏
（公社）国際厚生事業団

令和７年１月

ストレスマネジメント研修 介護職員のストレス対策を中心に，「ストレスとうま
くつきあう方法」などを考える。

石川 次郎 氏
産業カウンセラー・社会福祉士

令和７年１月

介護人材の確保・定着やサービスの質の向上につながるよう各種研修事業を実施

8



11月11日は介護の日と定められているのを
ご存じですか？

介護が身近な人もそうでない人も，
本を通して

「介護ってなんだろう？」と
考えてみませんか？
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介護の日（１１月１１日）に合わせた普及啓発

高齢者支援室職員のデザインによる
オリジナル缶バッジを作成

市立中央図書館での図書資料の展示
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市庁舎や調布駅構内のほか，ふじみ交流プラザ（深大寺東町のブランチ調布内）で

広報動画を放映（市庁舎・調布駅構内は現在も放映中）

介護の日（１１月１１日）に合わせた普及啓発

東京都福祉人材情報バンクシステム ふくむすび ホームページ
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調布駅構内


